
 
 
有明海及び八代海に係る大学等による調査研究に関する文献シート 

No. Ｈ17②-2 タイトル
共振潮汐の数値計算における開境界条件の影響-有明海

異変の場合- 

著者 宇野木早苗 

キーワード 潮汐計算、開境界条件、外部領域、諫早湾干拓事業 

出典 海の研究 VOL. 14 NO. 1; PAGE. 47-56 発行年 2005 

＜目的＞ 

 諫早湾干拓事業が行われている有明海を例に、内湾の共振潮汐の数値計算における開境界条件の

相違が、内湾における潮汐の計算結果にどのような影響を与えるかを、簡単な理論に基づいて究明

した。 

＜結果＞ 

・諫早湾干拓 における

堤防締切り後のM2分

潮の振幅減少に注目し

た研究事例において、

潮汐・潮流の 数値シミ

ュレーションに用いら

れた計算領域を比較すると、(a)灘岡・花 田(2002)は有明海及び東シナ海の広い範囲を対象としている

のに対し、(b)塚本・柳 (2002)と(c)藤原ら(2004)は有明海の直ぐ外側の狭い範囲に限られる(Fig.1)。 

・開境界条件 の相違が、M2分潮の振幅減少の内部効果と外部効果に及ぼす影響を、1次元の共振潮

汐の理論を用いて検討した結果、(b)や(c)による内部効果を実現するには、開境界において著しく大

きな振幅の発生が必要であり、最近の(c)で得た内部効果の値は、以前の(b)の場合と同様に過小評価

で、これに対する(a)や宇野木(2003)が得た結果のほうに正当性が高いことを示した(Fig.5)。 

・これにより 、有明海の湾

奥における振幅の減少のほ

ぼ半分程度は潮受堤防の締

切りによるものと演繹され

た。また、藤原ら(2004)の解

析方法とその結果が含む問

題点及び今後の検討が必要

なことも指摘した。 
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有明海及び八代海に係る大学等による調査研究に関する文献シート 

No. Ｈ17②-3 タイトル 諌早堤防建設による有明海のM2潮汐変化の原因について- 

著者 岩下絢子, 経塚雄策 (九州大学大学院総合理工学研究院) 

キーワード 潮汐、諫早湾干拓事業、固有振動周期 

出典 日本海洋学会大会講演要旨集 VOL. 2004 秋季; PAGE. 130 発行年 2004 

＜目的＞ 

 諌早潮受け堤防建設という地形変化による有明海のM2潮汐振幅と固有振動周期の変化を定量的に

明らかにすることを試みた。本研究ではMECモデルを用いた。計算領域は約 80km×80kmで鉛直方

向には 15層に分割している。密度は一定、静水圧近似を用いている。 

＜結果＞ 

・ M2分潮の振幅は、潮受け堤防前面で建

設後に 3.6cm減少し、早崎瀬戸で 0.6cm

増加している（図-1）。 

・固有振動周 期は、堤防建設前が 9時間

25分、建設後が 9時間 3分で 22分短く

なっている。同調点での湾奥の振幅は建

設後が大きくなっているが、M2潮汐の周

期 12時間 25分では建設前のほうが大き

く観測値の結果と一致している(図-2)。 

・諫早潮受け 堤防建設の影響として有明

海のM2潮汐振幅の減少が再現された。

その原因として、固有振動周期が 18分

短くなり、M2潮汐との共振が弱くなって

いることが確認できた。 
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有明海及び八代海に係る大学等による調査研究に関する文献シート 

No. Ｈ17②-4 タイトル
模型実験と数値計算による諌早湾近傍域の海水浄化装置の物

理的効果予測 

著者 
佐藤徹(東京大学大学院新領域創成科学研究科),吉川拓郎, 斉藤周(東京大学工学部), 土屋

好寛 (東京大学大学院工学系研究科) 

キーワード 水理模型実験、数値計算、貧酸素水塊、密度流拡散装置 

出典 日本造船学会論文集 NO. 195; PAGE. 33-42 発行年 2004 

＜目的＞ 

 有明海における夏場の貧酸素水塊に対する工学的解決策として、密度流を応用した大内らの海水

湧昇装置の効果について数値計算と水理模型実験にて調査した。 

＜結果＞ 

・３次元の数 値計算と水理模型実験(Fig.2)は、有明海の流況について多くの共通する結果を示し、諫

早湾潮受け堤防は諫早湾内及び湾外近傍南部（島原半島東岸）の流れを弱め、有明海湾奥部の海水

交換を低下させている可能性を示唆した(Fig6)。なお、表面流速は、水理模型において PIV（可視化

画像流速計測システム）を用いて解析した。 

・夏場 の貧酸素水塊の局所的な対策として、密度流拡散装置(Fig.3)を設置し、移流拡散を調べた結果、

密度流拡散装置は躍層深さにおいて約 3週間、富栄養化した表層水を湾奥から島原半島東岸付近に

広く輸送することが示唆された(Fig7)。但し、密度流拡散装置の効果の生態学的メカニズムは分かっ

ていない。 
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有明海及び八代海に係る大学等による調査研究に関する文献シート 
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有明海及び八代海に係る大学等による調査研究に関する文献シート 

No. Ｈ17②-8 タイトル 諌早湾干拓事業が有明海の流動構造へ及ぼす影響の評価 

著者 
西ノ首英之 (長崎大 水産) 、小松利光、 矢野真一郎 (九大 大学院工学研究院)、斎田倫範 

(九大 大学院工学府) 

キーワード 潮流、定点観測、電磁流速計 

出典 海岸工学論文集 VOL. 51 NO. 1; PAGE. 336-340 発行年 2004 

＜目的＞ 

 2003年に長崎県有明町沖の 2地点(図-1)で電磁流速計を用いた潮

流連続観測を行い、1993年の結果と比較した。 

＜結果＞ 

・ 締切堤建設後の潮流流速は大幅に減少（約 21～27%）していた。

特に東西方向の減少率が約 24～44%で大きかった(図-6)。 

・ M2潮の潮流楕円の長軸は、締切堤建設後は南北方向にずれてお

り、潮流の流向に変化が生じていた。潮流楕円の長軸長が締切堤

建設後に約 10～28%減少していた(図-7)。 

・諫早湾干拓 事業による海表面の減少率と潮流流速の減少率の関

係について、潮流流速の減少率が、締切により減少した面積が北

部有明海（有明－長洲ライン以北）に占める割合(約 5%)に比較し、非常に大きいことから、諫早湾

への水塊の流出入が島原半島沿岸において集中的に生じていることが示唆された(図-8、表-3)。 
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